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1. はじめに

農業 ･農村は,国土の保全や水資源の滴養,生物 ･生態系の保全,アメニテ

ィの提供,伝統文化の保存 といった多様な公益的機能を有している(1)｡とり

わけ,中山間地域においては棚田の風景や伝統文化の創出と保全,あるいは土

砂崩壊防1卜等の面で重要な役割を果たしている｡

新農業基本法の制定に向けて,1998年9月には ｢食料･農業･農村基本問

題調査会答申｣が提出された｡その答申では,農業 ･農村の多面的機能の低減

防山 こ資するために,中山間地域農家への直接支払いを行うことが有効な政策

オプションの-一つであると指摘している｡さらに,その答申を受けて策定され

た ｢農政改革大綱｣では,山間地域農家を対象とした直接支払い政策を2000

年から実施するというプランが提示されている｡

このように,現実の農業政策における公益的機能の重要性は飛躍的に増大し

つつあるものの,公益的機能は農産物のように市場で取引されることがきわめ

てまれである上に,機能の定量化も容易ではないことから,その価値を貨幣タ
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-ムで直接的に評価することは困難である｡そのため,これまでにも様々な環

境評価手法を適用することにより,農業 ･農村の公益的機能の経済的評価が試

みられてきた｡中山間地域を対象とした評価 としては,1998年 6月に農業総

合研究所 〔41〕および農業 ･農村の公益的機能の評価検討チーム 〔42〕が,中

山間地域における農業 ･農村の公益的機能は3兆319億円に相当するとの代替

法による試算値を公表している｡

代替法は,公益的機能の潜在的供給能力を代替財の市場価格を用いて貨幣換

算する方法であるため,農村景観や保鹿休養機能のような農村アメニティの評

価は困難である｡また,代替法により評価が可能であるのは,公益的機能の利

用価値 (usevalue)の側面だけであるが,環境財の評価を行う際には非利用

価値 (nonusevalue)も含めて評価すべきであると考えられる(2)0

加えて,代替法は公益的機能のもつイメージを直感的に理解しやすいという

メリットは有するものの,経済学的含意に欠けることもあり,環境評価手法と

しての国際的認知度は低い｡日本の農業 ･農村のもつ公益的機能の価値を,国

際的な場での議論になじみやすいものにするためにも,他の評価手法の適用を

検討する必要があると考えられる｡

そこで,本研究では,環境評価手法としての汎用性が高 くかつポピュラーな

手法であるCVM (contingentvaluationmethod;仮想市場評価法)を適用

し,中山間地域の農業 ･農村のもつ公益的機能について,経済的評価を行う｡

cvM は,市場での取引が存在しない環境財について仮想的な市場を創設し,

アンケー ト調査等の手段を通じて模擬市場取引を行い,財の便益評価額を得る

手法である｡具体的には,環境を維持保全するための支払意志額 (willing-

nesstopay;WTP)や環境が悪化した状態を受け入れるための補償受取意志

鶴 (willingnesstoacceptcompensation;WTA)等を,受益者や被害者に

直接尋ねることにより評価額を得る手法である｡

cvM については,吉田ほか 〔67〕と野村総合研究所 〔40〕が,全国の農

業 ･農村のもつ公益的機能の価値を4兆 1,071億円と評価 した事例がある｡本

研究は,基本的にはこの評価事例の様式に依拠して調査を実施したが,回収率
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を向上させるとともに抵抗回答 (protestbids)を減少させるため,調査設計

に関していくつかの改良を施した｡

また,本研究で質問方法として適用した二段階二項選択法は,後述するよう

に,各種バイアスを回避する方法であるが,WTPが第 1提示額の影響を受

ける初期値バイアスを生 じ,WTPが過大あるいは過小推計になる危険性が

ある｡本研究では,この初期値バイアスの存在について実証分析を行う｡

さらに,無回答バイアスの存在について実証分析を行うとともに,無回答バ

イアスが存在する場合の総支払意志額推計方法について考察を行う｡

注(1) 公益的機能は,多面的機能や外部経済効果,環境便益等 と呼ばれることもある｡そ

れらの意味するところは論者によって様々であるが,一般的に国土保全や生物 ･生態

系保全,農村アメニティの創出といった機能が含まれることが多い｡

(2) 非利用価値は,環境財に特有の利用を伴わない価値のことである｡非利用価値には

存在価値 (existencevalue)と遺贈価値 (bequestvalue)が含まれる｡存在価値 と

は,自分が直接その財を利用することはないが,財が存在することに対 して抱 く価値.

遺贈価値 とは,将来の自分の子孫や他の世代が財を利用する可能性を留保 してお くこ

とに対する価値｡

2. 環境評価手法

(1) 環境評価手法の種類

CVMのような環境評価手法は,市場で取引されない非市場財の評価を行う

ための手法である｡そこで,どのような種類のデータを利用して評価を行うか

という点が重要となる｡環境評価手法には,表明選好 (statedpreference)

データに基づく直接法 (directmethod)と顕示選好 (revealedpreference)

データに基づく間接法 (indirectmethod)がある｡直接法にはCVMや仮想

順序付け法 (contingentranking),コンジョイント分析 (conjointanalysis)

等がある｡また,間接法にはトラベルコスト法 (travelcostmethod)やへ ド

ニック法 (hedonicpricingmethod)等がある｡
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cvM については次節以降で詳細に説明を行うが,それ以外の手法について

はここで簡単に説明を行うことにする｡

仮想順序付け法は,数種類の環境水準と費用負担額 との組み合わせを選択肢

として用意し,それを好ましい順番に並べ替えることによって環境財の評価を

行う手法である(1)0

コンジョイント分析は,ある財について数種類の異なる属性を記入したプロ

ファイルを回答者に提示し,それを好ましい順番に並べ替えてもらうことで評

価を行う手法である｡コンジョイント分析はマーケテイング ･リサーチの分野

で開発され発展してきた手法であるが(2),Adamowiczeial.〔2〕によって

環境評価にも適用が進められてきた｡わが国においては,竹内ほか 〔52〕が東

京湾の原油流出事故を事例 として行った評価がある｡

トラベルコスト法は,レクリエーション ･サイトへのアクセスに要した旅行

費用と旅行頻度に関するデータから消費者余剰を推計し,財の評価を行う手法

である｡ClawsonandKnetsch〔5〕の研究を機に1960年代以降盛んになっ

た手法であるが,わが国においても1980年代以降研究事例は増加 しつつあ

る(3)｡ しかしなが ら, トラベルコス ト法は近隣に代替的なレクリエーショ

ン ･サイトが存在する場合には便益評価が行えないという欠点がある｡そうし

た欠点 を回避するための手法 として,ヘ ドニ ック ･トラベル コス ト法

(hedonic travelcost model)やランダム効用モデル (random utility

model)の開発が進められてきている(4)0

さらに最近では,Adamowiczetal.〔2〕によるコンジョイント分析 とト

ラベルコス ト法,あるいはCameron〔3〕や Kling〔30〕等によるCVM と

トラベルコスト法を組み合わせたコンビネーション･モデルの適用も盛んにな

りつつある｡

- ドニック法は,居住地のアメニティの差が地価や賃金に反映しているとす

るキャピタリゼ-ション仮説に基づき,環境財の価値 を評価する手法であ

る(5)｡西洋ほか 〔39〕,三菱総合研究所 〔37〕が全国の農地のもつアメニティ

価値を評価 した事例がある｡
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(2) CVM

cvM は,他の手法と比較 していくつかのメリットを有するため,近年では

ポピュラーな手法として盛んに適用されている(6)｡cvM のメリットとして

あげられるのは以下の3点である｡

第 1点目｡代替法やへ ドニック法, トラベルコスト法を適用して評価を行う

際には,治水ダムの建設費用や賃金,地価,旅行費用等に関する詳細な市場デ

ータが必要とされ,それらのデータが不備な場合には評価が困難になるが,

cvM は既存のデータの有無 とは関係なく,理論上はぽあらゆる財の評価に適

用が可能である｡したがって,代替法等では評価が困難な伝統文化やアメニテ

ィの評価を行うことも可能である｡

第 2点目｡代替法やへ ドニック法, トラベルコスト法は環境財のもつ現在の

利用価値しか評価できないが,CVM は非利用価値の評価も可能である｡

第 3点目.CVM によって得 られる評価額は,受益者の WTPや WTAを

集計したものであるため,評価額は環境財への財政支出に対する市民の政策合

意点を示す｡

cvM は,1963年にDavis〔6〕が米国メイン州においてハンターと自然愛

好家の価値評価を得るために適用した事例が最初である｡1970年代半ば以降,

環境財の評価手法としてCVM の適用が徐々に盛んになるとともに,手法上の

改良が逐次進められてきた｡

ところで,CVM を語る上でパルディーズ (valdez)号事件は欠かせない

出来事である｡1989年 3月アラスカ州プリンス ･ウイリアム海峡において,

エクソン (Exxon)社所有のオイルタンカーであるパルディーズ号が座礁 し

て原油を流出した結果,多くの海洋生物や海鳥が犠牲になるなど,周辺海域は

深刻な環境被害を被った｡今年は事故からちょうど10年という節目の年に当

たるため,米国ではTV番組や新聞紙上等でたびたび特集が組 まれている｡

カラフトマスやニシン等の漁業資源は徐々に増加しつつあるものの,海岸には

未だにアスファル ト化した重油が残るなど,本格的な環境の回復にはほど遠い
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第 1表 cvM による農林業
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状況にある｡この事件の補償問題を契機 として,CVMの妥当性や有効性に関

する論争が巻き起こった｡

その後,油濁法 (OilPollutionAct)のもとで環境アセスメントを行う際の

cvMの適用基準を確立するために,米国商務省はNOAA (National Oce-

anicandAtmosphericAdministration)を通じて,K.Arrowや R.Solow

らのノーベル賞学者等を召集し,NOAAブルーリボン ･パネル と呼ばれる検

討委員会を作 り,被害額算定の根拠 としてCVM を実施する際のガイ ドライン

を作成 した(7)｡

わが国では,1980年代後半以降,農業の公益的機能評価を中心 とする環境

財の評価にCVMの適用が進められてきた｡矢部 〔56〕が長野県八坂村を事例

として農山村の保健休養 ･環境教育機能を評価 した事例を初めとして,以後忌

速に研究蓄積は増加 してきている｡とくにここ1,2年の普及ぶ りはめざまし

く,環境自書や農業自書での紹介は言うに及ばず,NHKにおいても特集が組

まれるほどである｡さらに,全国各地において政策的意思決定のための参考資

料 として,あるいは事業評価を意図してCVMが数多 く実施されるようになっ

てきている｡

なお,わが国において農林業の公益的機能に関連してCVM を適用した主な

研究論文を第 1表に整理した｡これ以外にも,CVM に関する解説 ･事例書 と

して,嘉 田ほか 〔27〕や葉 山 〔31,32〕,藤本 〔14〕,鷲 田ほか編 〔73〕,出

村 ･吉田編 〔10〕がある｡

荏(1)仮想順序付け法については,たとえばLareauandRae〔34〕を参照のこと｡

(2) マーケテイング･リサーチの分野におけるコンジョイント分析の動向については,

GreeneandSrinivasan〔19〕およびMcQuarrie〔35〕,平尾 〔24〕等を参照のこと｡

(3) トラベルコスト法のわが国における適用事例については,中谷 〔38〕を参照のこと｡

(4) これらの手法については,Hanleyetal.〔21〕を参照のこと｡

(5) へドニック法については,浅野 〔1〕および肥田野 〔22〕を参照のこと｡

(6)cvMの適用事例については,栗山 〔31〕および鷲田ほか編 〔73〕を参照のことQ

(7)NOAAパネルについては,矢部 〔62〕および竹内 〔51〕,栗山 〔31〕,Hanley et



cvMによる中山間地域農業･農村の公益的機能評価 53

αJ.〔21〕,Portney〔43〕等を参照のこと｡

3. CVM調査のフレームワーク

(1) アンケー ト調査の実施概要

アンケー ト調査は,郵送法により1998年 7月22日と8月4日の計 2回実施

したo高回収率を確保することを目的として,第 1回調査日の2週間後に同一

標本に対して催促状 とアンケー ト票を再度郵送した｡

標本抽出には,電話帳データベース ｢黒船フォーンディスク98｣(㈱データ

スケープ&コミュニケーションズ)を使用した｡全国47都道府県から都市的

地域,平地農業地域,中山間農業地域に相当する市町村を一つずつ選び出し,

その市町村内において無作為抽出を行った｡抽出数は各都道府県の世帯数に比

例させ,都市,平地,中山間地域の標本数がそれぞれほぼ同数ずつになるよう

に設定した｡ただし,東京都だけは平地農業地域を含まないため,都市的地域

と中山間農業地域からのみ抽出した｡

アンケー ト票は5,002通送付

したが,宛先不明等の理由で返

送されてきた分を除外した有効

送付数は4,843通であり,それ

に対 す る回収数は2,27g遠

く47.0%)であった (第 2表)｡

第2表 回収率

配布数 回収数 (%)

都 市 的 地 域 1650 730(44.2)

平地農業地域 1486 641(43.1)

中山間農業地域 1707 758(44.4)

無回答 149(-)

合 計 4843 2278(47.0)

(2) 回収率向上のための調査設計

今回の中山間地域を対象とした調査では,吉田ほか 〔67〕が実施した全国調

査と同様の標本抽出を行い,質間数もほぼ同数であった｡しかしながら,全国

調査は回収率が13.5%に過ぎなかったのに対し,今回の中山間調査は回収率

が47.0%であり,3倍以 上に及ぶ回収率の差が生じた｡この3倍以上に及ぶ

回収率の差がどのようにして生じたのかを,以下で検証していくことにする｡
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第3表 全国調査と中山間調査の比較

全国調査 中山間調査

実施年月日 1996年 4-5月 1998年 7-8月

調査方法 郵送法 郵送法

標本抽出 電話帳データベース ｢黒船｣ 電話帳データベース ｢黒船フォーンディスク98｣全国47都道府県送付先 全国 (12地域区分)

送付数 14,439通 4,843通

回収数 (%) 1,947通 (13.5%) 2,278通 (47.0%)

評価対象支払形態 全国農業と農村の公益的機能 (9種 中山間地域農業.農村の公益的機能

類) (5種燥)

政府や民間団体に対する税金や基金 政府や民間団体に対する税金や基金

質問方法 二段階二項選択法 二段階二項選択法

世帯当wTP 101,225円 70,371円

なお,全国調査と中山間調査の概要を第3表にまとめた｡

調査時期は全国調査が 1996年 4月であり,中山間調査が 1998年 7月である｡

両調査ともに,A3用紙の裏表に設問を記載した｡設問数は全国調査が 14間,

中山間調査が 15間であり,質問文のスタイルもほぼ同一である｡標本抽出に

は同一のデータベース ･ソフトを使用した｡全国調査の方は全国を4地域に区

分し,中山間調査は47都道府県に区分した｡しかし,都市的地域 と平地農業

地域,中山間農業地域への配布数はそれぞれほぼ同一になるように調整を行っ

た ｡

このように,二つの調査は基本的な調査設計 という点ではほぼ共通している

が,以下の五つの相違点があるO(丑調査主体,②催促の有無,③パンフレット

の有無,④依頼状への押印の有無,⑤調査結果返送の有無｡

①調査主体｡全国調査は民間シンクタンクの名前で調査票を発送したが,中

山間調査は農林水産省農業総合研究所の名前で発送を行った｡当シンクタンク

によると,彼らが類似の調査を行う際の回収率は通常 10%前後であるとのこ

とであった｡しかしながら,農業総合研究所名で調査を行う場合には30%前

後の回収率になることが多い｡公的機関が調査実施主体 となることで,回収率
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を高める効果があると考えられる｡

②催促の有無｡全国調査は予備調査と本調査の2回に分けて調査を実施した

が,同一サンプルには1回だけしか調査票を郵送しなかった｡しかし,中山間

調査では,第 1回目の調査票を郵送した2週間後に,同一サンプルに対して依

頼状の内容のみを変更した調査票を再度郵送した｡

1回目の調査票にナンバリングを行い,返送されなかったサンプルにのみ催

促状を出す方法も考えられるが,個人を特定しているのではないかと誤解され

て回収率が低下する危険性があるため,全員に対して同一の調査票を送付した｡

ただし,回答者が1回日と2回目の両方の調査票を返送してくるおそれがある

ため,データを回収した後で,属性データや筆跡によりチェックする必要があ

る｡中山間調査では,40通程度が 1,2回目ともに返送されてきていた｡

中山間調査では,1回目の回収数は1,500通 (31.0%)であり,2回目は

778通 (16.1%)であった｡催促を行うことによって回収率が約50%向上 し

たことがわかる｡

③パンフレットの有無｡農業 ･農村の公益的機能に限らず,調査票で問われ

ていることの内容を詳細に記したパンフレット等を回答者に示すことにより,

アンケー ト内容に対する理解が深まり,回収率が高まると考えられる｡全国調

査ではパンフレットは同封 しなかったが,中山間調査ではA3用紙に公益的

機能と中山間地域の説明と中山間地域の代表的な写真を10枚掲載したパンフ

レットを同封した(日｡

④依頼状への押印の有無｡全国調査では,アンケー ト調査への協力依頼の文

章を調査票の 1頁臼に記載した｡しかし,中山間調査では調査票とは別に依頼

状を同封し,さらに全依頼状に研究所印を押印した｡欧米諸国では青のインク

でサインを行った)3-が効果的であるとのことであるが,日本では朱肉をつけて

押印する方が回答者に信頼感を与え,調査に協力するインセンテイヴを与える

効果があると考えられる｡

⑤調査結果返送の有無｡全国調査では ｢調査結果は後日新聞紙上に掲載され

ます｣との一文を入れるにとどめたが,中山間調査では調査票の最後に結果返
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送希望者が住所と氏名を記入する欄を設けた｡調査結果を返送することは,回

答者に対する礼儀 として当然のことではあるが,自分の回答がどのように集計

され,活用されるかを回答者自身が確認することが可能 となるため,彼らに調

査協力のインセンテイヴを与える効果があると考えられる｡

上記の5点が回収率アップに貢献した度合については,それぞれ濃淡がある

と考えられるが,予算や時間が許す限りにおいて丁寧な調査設計を心掛けるこ

とにより,たとえ1%であっても回収率を高めていくことが重要である(2)0

(3) 仮想市場の設計

cvMでは,｢現在のアメニティが 10年後に失われてしまうのを避けるため,

環境税や環境保全基金を創設してアメニティ保全活動を行う｣といった仮想市

場の設計が必要とされる｡仮想市場を設計するには,①評価対象とする財,②

評価対象とする母集団,(卦仮想的状況,の3項目を設定する必要がある｡以下

では,この3項目に沿って,中山間調査における仮想市場設計の考え方を説明

する｡

評価対象とする財は,全国の中山間地域における農業 ･農村のもつ公益的機

能である｡評価の対象となる公益的機能は,以下の5種類の機能である｡全国

調査では9種頬の機能を評価対象としていたが,中山間調査では防災に関する

機能は国土保全として一つにまとめ,新たに伝統文化保存に関する機能を加え

た ｡

1. 国土保全 :洪水被害を軽減したり,土砂崩壊や土壌侵食等を防 ぐ働き｡

2. 水資源滴養 :自然のダムとして地下水等を豊かにする働き｡

3. 生物 ･生態系保全 :水鳥やホタル, トンボ,小魚等の身近な生物のすむ

環境を守る働き｡

4. アメニティ提供 :美しい田園風景やレクリエーションの場を提供したり,

体験学習等を通した情操教育の場 としての働き｡

5. 伝統文化保存 :古 くから伝えられてきた伝統文化や祭 り,技術等を保

存 ･継承する働き｡
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評価対象 とする母集団は,全国の一般世帯である｡なお,母集団数には

1998年3月1日現在の住民基本台帳数値46,156,796戸を使用した｡

仮想的状況の設定は,環境質の変化と支払形態という二つの部分に分けられ

る｡以下では,回答者に示した WTP質問文に沿って,上記の2点について

説明を行うことにする｡

｢10年後ほどの近い将来に,日本の中山間地域から農業 ･農村の公益的機能のかなりの

部分が失われてしまうとします｡そこで今後,市町村や都道府県,国,または民間団体な

どが,農業 ･農村の公益的機能が失われないように,さまざまな政策や活動を行っていく

とします｡その費用は,皆さんの税金や基金への寄付などによりまかなわれるとします｣

｢仮にその費用が,1世帯当たり年間*円であれば,あなたのお宅ではその金額を負担 し

てもよいと思いますか｣

また,上記質問文の前に,現在の農業事情を説明する以下の文章を挿入した｡

｢日本では,最近 10年間で農地面積は10%減少し,耕作されずに放棄されている農地面

積は74%減少しています｡とくに中山間地域において,放棄されている農地面積は,全

放棄地面積の54%を占めています｡(農業センサスより)今後もこのような傾向がつづ く

と,将来的には上記の問4であげた農業 ･農村の公益的機能のかなりの部分が,中山間地

域から失われる可能性があります｡｣

上記質問文で設定された環境質の変化は,つぎのとおり整理される｡まず,

Q.(事前の環境質水準)として現在の公益的機能の水準を定義した｡そして,

Ql(事後の環境質水準)として約 10年後に中山間地域から公益的機能のかな

りの部分が失われる状態を定義した｡さらに,Qlのような状態を避け,Qoの

状態を維持するために様々な政策や活動が行われるという状況設定を行った｡

つまり,等価余剰を評価測度として用いた(3)0

支払形態については,つぎのとおり整理される｡支払形態とは,回答者が仮

想の環境財を購入する際に,対価を支払う手段を意味する｡つまり,入場料や

目的税のような支払方法の設定である｡ここでは,政府や民間団体に対する税

金や基金等を支払形態として設定した｡MitchellandCarson〔36〕は,支払

形態の設定を行う際には現実性 と中立性が重要であると指摘している｡つまり,

回答者になじみがあるとともに,心理的抵抗感をもたらさない支払形態である

ことが必要とされる｡この2点が適切に処理されていないと,戦略的バイアス
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等の各種バイアスを招き,評価結果の信頼性に重大な影響を与えることがある｡

また,税金という支払形態は回答者に心理的抵抗感を与え,支払額を過少申

告する誘因を与えかねず,基金のような中立的な支払形態が用いられることが

多い｡しかしながら,実際に国民は税金として公益的機能の維持保全に対する

支払いを間接的に行っているため,これを除外して支払形態を設定すると過小

評価 となる危険性が生じる｡そのため,ここでは支払形態 として税金と基金を

組み合わせることにした｡つまり,公益的機能への支払いに対する予算制約は,

税引き後の可処分所得ではなく,税込み所得ということになる｡

(4) 貸間方法と提示親設計

cvM調査における質問方法には,大きく分けて二つの方法があるO-つは,

回答者から直接的に WTPを尋ねる自由回答方式や支払カー ド方式,付値ゲ

ーム等のオープンエンド (open-ended)方式である｡もう一つは,回答者に

ある任意の提示額を与え,それに対するYES/NO回答から間接的に WTP

を導き出すクローズドエンド (closed-ended)方式である｡

これらの方法にはそれぞれ一長一短あるが,第 1表に示したとおり,最近で

はバイアスの少ない方法である二段階二項選択法を適用した事例が増加してき

ている｡二段階二項選択法は,第 1提示額 (initialbid)への支払意志を尋ね

る質問にYESと回答した場合にはさらに高い提示額 (2ndupbid)を与え,

NOと回答した場合にはさらに低い提示額 (2nddownbid)を与えて回答を

得る方法である｡

二段階二項選択法は,二項選択法の賛成回答 (yes-saying)バイアスや戦

略的 (strategic)バイアスを回避するとともに(4),統計的効率性を改善する

方法であることが明らかにされてきた｡中山間調査においても,全国調査と同

様に二段階二項選択法を適用することにした｡

提示額設計は,CVM調査を実施する上で重要な項目である｡とくに,二段

階二項選択法では,提示額設計を誤るとly71Pの推計が不可能になる場合も

ある｡中山間調査では,比較のため全国調査と同様の提示額を用いた｡提示額
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第4表 各提示額における回答反応

initial(2ndup/down) yy yn ny nn 合計

5,000(10,000/2,000)

10,000(20,000/5,000)

30,000(50,000/10,000)

50,000(100,000/30,000)

100,000(200,000/50,000)

300,000(500,000/100,000)

芸

81

2-
･
1

11-

3-
･
7

9-

2-
･
｡

7-

㌢

2-

r=2

9-
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7-

20
･
6

4-

1-
･
7
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1-
･
｡

4-

1-
･
｡

21

-

72(

(

(

(

(

(

9-

俄

81

2-
･
1

5-

1-
･
2

2-

-
･
5

30

-
･
7

1-

-
･

72

80 349

(22.9%) (100.0%)

116 350

( 33.1) ( 100.0)

123 338

( 36.4) ( 100.0)

180 362

( 49.7) ( loo.0)

190 344

( 55.2) ( 100.0)

155 272

( 57.0) ( 100.0)

合 計 308 339 524 844 2015

( 15.3) ( 16.8) ( 26.0) ( 41.9) ( 100.0)

注.yyは initialbidにyes,2ndupbidにyesと回答したことを示す.同様に,

ynはinitialbidにyes,2ndupbidにnoと回答.nyはinitialbidにno,

2nddownbidにyesと回答.nnはinitialbidにno,2nddownbidにno

と回答.

とそれに対する回答反応は,第4表に示したとおりである｡

なお,第1提示額と第2提示額に対してNOと回答した人には,その理由

を尋ねた (第5表)｡その質問に ｢公益的機能は他の方法で維持 していくべき

だと思うから｣と回答した人は,公益的機能を評価 していないのではなく,あ

くまでここで提示された質問内容に抵抗 して支払いを拒否している抵抗回答で

あると考えられる｡

ところが,全国調査では抵抗回答が全有効回答の29.9%にのぼるなど,そ

の割合は高く,抵抗回答を除外するか否かによって,推定 された WTPにも

大きな違いが生じた｡抵抗回答は非経済的な理由により支払いを拒否している

と考えられるため,抵抗回答を除外した付値関数の推定結果は,全有効回答に

よる推定結果よりも当てはまりがよくなるはずである｡しかしながら,吉永ほ

か 〔72〕の湯布院町調査のように,抵抗回答の比率が38.1%に及ぶとともに,
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第5表 費用負担に反対した理由 (複数回答)

負担する金額が商いから

農業 ･農村の公益的機能にはとくに興味や関心がないから

公益的機能は他の方法で維持していくべきだと思うから

農業 ･農村に公益的機能があるとは思わないから

質問の意味がよくわからないから

その他

無 ･無効回答

サンプル数

309(33.1)

44(4.7)

591(63,3)

93(10.0)

74(7.9)

161(17.2)

19(2.0)

933(100.0)

抵抗回答を除外した推定結果のAICや適合度がかなり劣る場合がある｡

第5表のような選択肢が並べられた場合,費用負担に反対したことの理由と

して,実際には ｢費用負担が高いから｣であったとしても,｢公益的機能は他

の方法で維持保全していくべきだと思うから｣という回答を選択するインセン

テイヴが回答者に働 くと考えられる｡つまり,反対理由として金銭的な問題を

あげるよりは,とくに公的機関が調査の実施主体である場合には,｢もっと他

に良い方法があるはずだ｣あるいは ｢現在の無駄な支出を減らして環境保全に

あて るべ きだ｣ とい う回答 を選 択 す るイ ンセ ンテ ィヴが働 く と考 え られ る｡

そこで中山間調査では,費用負担に反対する理由として,選択肢二つにOを

つけるよう設定した｡それにより,本来 ｢負担する金額が高いから｣といった

理由により支払いを拒否した回答者が,｢公益的機能は他の方法で維持保全し

ていくべきだと思うから｣とだけ回答するインセンチィヴを減少させるよう試

みた｡

その結果,全国調査では,負担金額の高さを反対理由としてあげた回答者は

8.9%に過ぎなかったが,中山間調査では33.1%に増加 した｡また,他の方

法で維持保全 して行 くべきであるとした回答者は,全国調査が65.6%から

63.3%へと微減した｡

中山間調査では,上記の枠組みに基づき,抵抗回答を ｢弱い定義｣と ｢強い

定義｣の二つに区分した｡｢弱い定義｣とは,反対理由として ｢公益的機能は
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第6表 費用負担に賛成した理由 (複数回答)

自分自身の生活において重要であり価値があるから

子供や孫などの将来の世代に残していきたいから

国民として当然のことだと思うから

環境保全にお金を使うことには賛成だから

その他

無 ･無効回答

307(25.3)

831(68.5)

230(19.0)

555(45.8)

19(1.6)

103(8.5)

サンプル数 1213(100.0)

他の方法で維持保全していくべきだと思うから｣か,あるいは ｢その他｣で同

様の理由を記入している回答のみを抵抗回答 とみなしたものである｡｢強い定

義｣とは,全国調査 と同様に,｢弱い定義｣で削除した選択肢が複数回答の中

に一つでも含まれていれば抵抗回答とみなしたものである｡｢弱い定義｣で抵

抗回答 とみなされたのは,全有効回答 2,015のうち340(16.9%)であり,

｢強い定義｣は561(27,8%)であった｡｢強い定義｣の方は全国調査 とほぼ

同程度の比率であった｡

なお,費用負担に賛成した理由については第 6表に示した｡全国調査では,

｢子供や孫などの将来の世代に残していきたいから｣という遺贈価値をあげた

回答者が66.8%を占め,｢自分自身の生活において重要であり価値があるか

ら｣という利用価値をあげた回答者は7.9%に過ぎなかったが,中山間調査で

は,遺贈価値が68.5%でほぼ同じ 利用価値が25.3%と3倍以上に増加した｡

(5) アンケー ト調査の集計結果

今回のアンケー ト調査では,WTPを尋ねる質問以外にも,公益的機能に

対する認識や個人の属性に関する質問を行った｡以下では,簡単にそれらの集

計結果について解説を行うことにする｡なお,質問文や選択肢の詳細について

は付表 1に示したとおりである｡

第 1図には,｢公益的機能の認識 (間1)｣を示した｡公益的機能を ｢知って

いた｣と回答した人は69%であり,多くの回答者が公益的機能を認識 してい
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ることが明らかとなった｡

第 2図には,｢公益的

機能の将来方向 (間2)｣

を示 した｡｢ぜひとも残

していきたい｣｢できれ

ば残していきたい｣を併

せ る と,95%の回答者

が公益的機能を将来に残

していきたいとの意志を

もつことが明らかとなっ

た｡

第 3図には,｢公益的

機能保全のための直接所

得補償政策への賛否 (間

3)｣を示 した｡｢日本で

も積極的に実施 した方が

よいと思う｣としたL司答

者は53%を占め,｢これ

以外に方法がなければ実

施してもよいと思う｣と

した回答者30%を併せ

ると,8割以上の回答者

が公益的機能保全のため

の直接所得補償政策の導

入に賛成していることが

明らかとなった｡

第7表 には,｢公益的

機能 の重要度 (間4)｣

第 1図 公益的機能の認識

とくに興味がない その他

ぜひとも残して

い きた い

62%

第2図 公益的機能の将来方向

その他 無回答

第3図 直接所得補償政策の賛否
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を示した｡国土保全が74.8%と最 も高 く,

以下生物 ･生態系保全が 69.7%,水資源

病毒が67.6%,伝統文化保存が41.5%,

アメニティ提供が37.5% と続いた｡中山

間地域は地滑りや土砂崩壊の危険性 と常に

隣 り合わせにあるという認識があるためか,

災害防止に関する機能の評価が高い｡伝統

文化保存やアメニティ授供については,回

答者の噂好が分かれるところであるが,40

%前後の回答者がその重要性を認めている

という事実は注目に値する｡

つぎに,回答者の属性について見てい く

ことにする｡

第 8表には,回答者の年齢分布を示した｡

60歳代が24.9%と最も多いが,40歳代 と

50歳代 もそれぞれ20%以 上を占めた｡な

お,回答者の平均年齢は55.9歳であった｡

第 9表には,回答者の性別を示した｡ア

ンケー トの依頼状には,｢ご家族の中の ど

なたが記入されてもかまいません｣と強調

したが,宛名には電話帳に記載されてある

名前を使用 したこともあ り,男性が69.8

%を占めた｡これまでに筆者が実施 した調

査によって,女性の WTPが男性 よりも

低 くなる傾向にあることが確認 されている｡

また,今回の調査結果においても,そうし

た傾向が確認されている｡したがって,回

答者に占める女性の割合を増加させること

第 7表 公益的機能の重要度

(複数回答)

国土保全 1704(74.8)

水資源滴蓑 1541(67.6)

生物･生態系保全 1587(69.7)

アメニティ提供 855(37.5)

伝統文化保存 955(41.5)

サンプル数 2278(100.0)

第8表 回答者の年齢分布

～19歳 7(0.3)

20-29 50(2.2)

30-39 187(8.2)

40-49 457(20.1)

50-59 542(23,8)

60-69 550(24.1)

70-79 323(14.2)

80- 48(2.1)

無回答 114(5.0)

合 計 2278(100.0)

第 9表 性 別

男性 1590(69.8)

女性 578(25.4)

無回答 110(4.8)

合 計 2278(100.0)
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で,WTPの平均値がやや低 くなることが予

想されるため,今後の調査では女性の割合を

増加させる工夫が必要であろう｡

第 10表には,回答者の職業分類を示した｡

会社員が25.5% と最も多いが,それ以外の

職業 も10%前後であり,回答者の職種につ

いては大きな偏 りはないと考えられる｡

第 11表には,農家 ･非農家の割合を示 し

た｡専業 ･兼業を併せた農家の割合は29.5

%と比較的高くなっている｡回答者の中には,

中山間地域に居住する農家も11.9%含まれ

ている｡彼らは,高い提示額に対 してYES

と回答することで,自分たちへの政府支出が

増えるのではないかと考える戦略的バイアス

を有する危険性がある｡しかしながら,中山

間地域に居住する農家が,他地域の農業 ･農

村を評価 していることは十分に想定できるた

め,戦略的バイアスが生じるか否かについて

は一概には言えない0

第 12表には,回答者世帯の所得分布を示

した｡高齢者世帯も多く含まれていることも

あり,201-400ノブ円の層が最 も高い割合を

占めている｡

つぎに,年齢階層と公益的機能の認識につ

いてのクロス集計結果を見ることにする｡第

4図から明らかなように,年齢階層が 上がる

につれて公益的機能についての認識 も高まる

ことがわかる｡50歳代以上の層は70%以上

第10表 回答者の職業分頬

会社員 581(25.5)

農林漁業 261(ll.5)

自営業 274(12.0)

公務員･教職員 215(9.4)

主婦 284(12.5)

学生 11(0.5)

無職 402(17.6)

その他 135(5.9)

無回答 115(5.0)

合 計 2278(100.0)

第11表 農家 ･非農家

非農家 1427(62.6)

専業農家 142(6.2)

第 1種兼業農家 279(12.2)

第1Ⅰ種兼業農家 252(ll.1)

無回答 178(7.8)

合 計 2278(100.0)

第12表 回答者世帯の所得分布

～200万円

201-400

401-600

601--800

801･-1000

1001､1200

1201-1500

1501--2000

2001-

無回答

300(13.2)

527(23.1)

471(20.7)

380(16.7)

228(10.0)

107(4.7)

59(2.6)

40(1.8)

14(0.6)

152(6.7)

合 計 2278(100.0)
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%

100

80

60

40

20

0

ロ 知らなかった

圏 知っていた

30歳以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代 70歳以上

第 4図 年齢階層別公益的機能の認識

と高 い認識率 であ るが,30歳以 下 と30歳代 は 50%前後 に過 ぎなか った｡前

述 した農政改革大綱 において,｢これ ら多面的機能 が国民 に正 し く理解 され,

適正 に評価 され るよう,情報提供 や普及活動 を展開す る｣ とある｡上記の結果

か らは,今後,公益的機能 を国民 に周知 させてい く際 には,若年層-の広報活

動が重要である とのインプ リケー シ ョンが得 られ る｡

注(1) パンフレットで示した写真はつぎの10カ所である｡北海道美瑛町 (丘陵地のジャ

カイモ畑),秋出県湯沢市 (五穀豊穣祈願の ｢鹿嶋まつり｣),富山県平村 (晩秋の合

掌集落),長野県開｢郎寸(そばの花咲 く高原),山梨県一宮町 (桃の里),兵庫県 卜月

町 (ホタル舞う農村),広島県千代Lt岬1(壬生の花田植),愛媛県内 (･町 (屋根付き木

橋と掛けf二し),熊本県矢部町 (初夏の棚田),佐賀県嬉野町 (お茶のふるさと)0

(21郵送調査の調査設計については,Dillman〔11〕のTotalDesignMethodおよび

salantandDillman〔45〕が詳細な解説を行っている｡

(3) 評価 測度 につ いて は矢部 〔60〕,出村 ･吉田編 〔10〕,Freeman III〔13〕,

MjtchellandCarson〔36〕等を参照のこと｡

(4) 賛成回答バイアスとは,二項選択法において尋ねられているのが提示額への諾否で

はなく,調杏シナリオへの諾否であると考え,提示額の多寡にかかわらずYESとFnl

苔することである｡戦略的′り アスとは,アンケー ト調査への回答が,実際の政策等
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に反映されることを意図して,自分自身の実際の評価 とは異なる回答を行うことであ

るOこれらのバイアスについては,吉EElほか 〔68〕等を参照のことO

4.分析方法と結果

(1) 分析方法

二段階二項選択法によって得られたデータから個人の WTPを導出するに

は数種類の方法があるが,ここでは全国調査 と同様 に,Hanemannetal.

〔20〕のランダム効用 (randomutility)モデルを適用して分析を行うことに

する｡

分析方法は以下のとおりであるOまず,1番目の提示額を T とするoTに

対して ｢はい｣と回答した場合に回答者に与えられる2番目の提示額を Tu,

｢いいえ｣と回答した場合に与えられる2番目の提示額を Tdとする｡ただし,

(Td<T<Tu)である｡

二段階二項選択法により得 られる回答は,｢はい/はい ;yyJ｢はい/いい

え ;ynJ｢いいえ/はい ;nyJ｢いいえ/いいえ ;nn｣の4種類に分類すること

ができるoyyという回答が得られる確率をPyy,ynという回答が得られる確

率I"n,nyという回答が得られる確率をPny,nnという回答が得られる確率

をPnnとする｡また,G(･)を任意の累積分布関数,x を個人の属性,βをパ

ラメータとすると(1)(2)(3)(4)式の関係式が得られる｡

pyy(T‥Tut)-PrtTt<Tuz≦maxWTPt)

-1-G(Tut;JgXz),

pyn(T"Tut)-PrtT,=<maxwTPZ<Tu,)

-G(Tut;eXl)-G(Tl;JgXl),

Pny(T‥Tdz)=Pr(Tdl≦maxwTPz<Tl)

=G(T,;βXz)-G(Tdl;βX.),

Pnn(T‖Tdl)-PrtmaxwTPz<Td.<T,)

-G(Tdz;BXz).

(1)

(2)

(3)

(4)
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ここで,1番目の撹示額 (T)に対 して ｢はい｣と回答 した場合Jft-1,

｢いいえ｣と回答した場合 IfFOとなる変数と,2番目の提示額 (Tu,Td)

に対して ｢はい｣と回答した場合 Ist-1,｢いいえ｣と回答した場合 Isz-0と

なる変数を定義する｡このとき,対数尤度関数は(1)(2)(3)(4)式から(5)式の

ように表される｡

lnL-∑tIflIszlnP yy(T‥Tut)十IfH1-Ist･)lnPyn(Tz,Tut)

+(1-a)IszlnPny(Tz,Tdl)

+(llIfL)(1-Isl)lnPnn(Tl,Td,))

-∑[If,Iszln(1-G(Tul;bXl))

+Ift(1-Is.)lntG(Tul;GX.)-G(TL;βXz))

+(llIf,)IstlntG(Tt;βx2)-G(Tdl;GXL))

+(11｣抗)(1-Isz)1n(G(Tdz:βX,))]. (5)

本分析では,C(･)に対数ロジスティック分布 とワイブル分布を仮定した上

で,最尤推定法によりパラメータの推定を行った｡ここで,Pr("yes")を回

答者が ｢はい｣という確率 (受諾率),a.,仇,βをパラメータとすると,対

数ロジスティック分布については(6)式,ワイブル分布については(7)式のよう

に付値関数が得られる｡

pr("yes")=(1+exp(-ao-al･lnTLIBXz))~l (6)

pr("yes")=1-exp(-eao'ql.lnTz+βXz))~1 (7)

この(6)(7)式を Tについて無限大 まで積分することにより,meanWTP

(平 均 値)が 導 出 され る｡ また,PrtHyes"〉=0.5と した場 合 の Tが

medianWTP (可1央値),つまり500/.の回答者が同意する金額である｡

(2) 付値関数の推定結果

付値関数の推定結果は,第 14表から第 16表に示したとお りである0第 13

表には,各変数の説明と平均値を示した｡前述したとおり,抵抗回答の定義に

応じて,データ1からデータ3までの3種類のデータを使用して分析を行った｡

データ1は全有効回答データであり,そこから弱い定義の抵抗回答のみを除外
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第 13表 変数リストと平均値

平均値

データ1データ2データ3

T :提示額 (initial)

Tu :提示額 (2ndup)

Td :提示額 (2nddown)

Ⅰ :(initial)WTP質問への諾否 (はい=1,いいえ=0)

Iu :(2ndup)wTP質問への諾否 (はい-1, いいえ=0)

Id :(2nddown)WTP質問への諾否 (はい-1,いいえ=

0)

Dopl:提示額ダミー1(第 1提示額が5,000=1,他=0)

Dop2:提示額ダミー2(第 1提示額が10,000=1,他-0)

Dop3:提示額ダミー3(第 1提示額が30,000=1,他=0)

Dop4:提示額ダミー4(第 1提示額が50,000=1,他=0)

Dop5:提示額ダミー5(第 1提示額が100,000-1,他-0)

Dop6:提示額ダミー6(第 1提示額が300,000=1,他-0)

Dkno:公益的機能の認識 (知っていた=1,他-0)

Dbeq:遺贈価値 (ぜひとも残していきたい-1,他=0)

Ddec:直接所得補償政策への賛否 (積極的に実施-1,

Durb:地域ダミー1(都市=1,他=0)

Dham:地域ダミー2(中山間-1,他-0)

Dgen:性別 (女性-1,男性-0)

AGE:年齢

Dfar:農家 (専業農家=1,他-0)

ln(1NC):所得 (自然対数)
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注.データ1は全有効回答.データ2は全有効回答から抵抗回答 (弱い定義)を除外した

データ.データ3は全有効回答から抵抗回答 (強い定義)を除外したデータ.

したものがデータ2であり,さらに強い定義の抵抗回答を除外したものがデー

タ3になる｡そして,モデル 1,3,5は対数ロジスティック分布を仮定した場

合の推定結果であり,モデル2,4,6はワイブル分布を仮定したものである｡

対数ロジスティック分布 とワイブル分布による推定結果を比較すると,デー

タ1による推計結果以外は,AIC (赤池情報量基準)および適合度 ともに対数

ロジスティック分布の方により良好な値が得 られている｡生存分析 (survival
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第 14表 データ1による付値関数の推 定 結果

変 数 モ デル 11)(t一億2)) モデル23】(t-悼 )

定数項 4.738( 8.615●') 3.248( 9.124●り

ln(T) - 0.983(-33.558日) -0.685(-35.018■+)

Dkno 0.219(

Dbeq 0.500(

Ddec 0.815(

Durb 0.149(

Dham 0.158(

Dgen - 0.211(

AGE 0.011(

Dfar 0.185(

ln(INC) 0.505(

2.110●)

4.836+1

8.509日)

1.382 )

1.436 )

-2.005●)

3.091日)

1,030 )

7.955事+)

0.153( 2.179')

0.332( 4.847*り

0.584( 9.200日)

0.050( 0.700 )

0.085( 1.187 )

-0.128(-1.816 )

0.006( 2.588■り

0.072( 0.614 )

0.301( 7.589H)

2015 2015

AIC 2.651 2.682

適合度(%) 43.9 44.7

medianWTP(円) 14,307 11,976

meanwTP1)(円) 52,517 62,270

注. 目口ジスティック分布を仮定.

'2)- -･･.･有意水準 l0/.,--･･有意水準 50/.で棄却.

i)ワイブル分布を似定.

lI最高授示額の500,000円で裾切 りを行った金額.

analysis)を用いた既往の研究においては(1),累積分布関数にワイブル分布

が用いられることが多いが,ランダム効用モデルを用いた分析では,対数ロジ

スティック分布の方が当てはまりの良いことが明らかとなった｡

中山間調査では,標本抽出の段階で全国を都市的地域,平地農業地域,中山

間農業地域の3地域に区分したoそこで,各地域の特性が WTPにどのよう

な影響を与えているのかを明らかにするために,Durb(都市的地域-1,他

地域-0)とDham (中山間農業地域-1,他地域-0)という地域ダミー変数

を設定 した｡しかしながら,モデル3と4のDurbのみが統計的に有意な値

を示していたに過ぎない｡

全国調査において同様の分析を行った際には,都市的地域ダミーにマイナス

の有意な値が得られていたが,中山間調査ではそれとは逆にプラスの値が得ら
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第 15 表 デ ー タ 2による付値関数の 推定結 果

変 数 モ デル 3 1) (t-値2)) モデル4 3) ( t一倍)

定数項 6.094 ( 10.096日) 4.062( ll.223日)
1n(T) - 1.097 (- 32.686日) 10.725(- 36.361H)

Dkno 0.334(

Dbeq 0.541(

Ddec 0.688(

Durb 0.258(

Dham 0.105(

Dgen - 0.221(

AGE 0.009(

Dfar 0.394(

ln(INC) 0.536(

2.998事.)

4.819日)

6.622日)

2.199◆)

0.091 )

-1.939 )

2.280+)

1.948 )

7.795日)

0.235( 3.297日 )

0.310( 4.273日 )

0.463 ( 7.012日 )

0.151( 2.143◆)

0.060 ( 0.830)

-0.111( - 1.539)
0.004( 1.634)
0.266( 2.144')
0. 290( 7.065+～)

n 1675

AIC 2.848

適合度(%) 42.0

medianWTP(円) 21,079

meanwTP1)(門) 60,761

6

0ハU
9

7

5

史
U

5

0日U
6

7

4

7

･

6

2

7

7

3

1

3

1

7

注. 日ロジスティック分布を仮定.

-2)･･･-･･∴百意水準 l0/., *･･-･･有意水準5O/.で棄却.

Hヮイフル分布を仮起.

1､最高提示額の500,000円で裾切 りを行った金額.

れた｡今回の調査では評価対象から外れた平地農業地域に居住する回答者の

WTPが,前回と比較すると相対的に低下したため,このような結果が得ら

れたと推察される｡

Dfarについては,モデル4,5,6において有意な結果が得られている｡こ

こからは,専業農家の WTPが高いことがわかる｡専業農家は自らが WTP

を高 く申告することで,自分の経営に対する政府支出の増加につながることを

期待している可能性があるため,戦略的バイアスが生じている危険性がある｡

上記以外の変数については,ほぼ全ての変数について有意な値が得られた｡

公益的機能を知っていた人や公益的機能をぜひ将来に残していきたいと思って

いる人,そして直接所得補償政策に積極的に賛成 している人の WTPが高 く

なるという関係にあることがわかる｡さらに,所得のパラメータにも正の有意
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第 16表 デ ー タ 3による付値関数の 推定 結果

変 数 モデル 51)(t一値27) モデル 6i)(t-値)

定数項 6.943( 10.924日) 4.485 ( 12.325'+)

ln(T) 一 1.132(-31.559日) -0.729 (-34.040事')

Dkno 0.294(

Dbeq 0.562(

Ddec 0.523(

Durb 0.195(

Dham 0.087(

Dgen - 0.259(

AGE 0.010(

Dfar 0.424(

ln(IN C) 0.503(

2.503日)

4.765日)

4.787日)

1.608 )

0.718 )

- 2.198●)

2.488')
2.006')

7.046日)

0.207( 2.889日)

0.304( 4 .118◆り

0.363( 5 .469日)

0.137( 1.922 )

0.082( 1.139 )

-0.143(-2.019●)

0.005( 2 .108*)

0.244( 2 .025')

0.256( 6 .370日)

n 1454 1454

AIC 3.081 3.100

適合度(%) 36.5 31.3

medianWTP(Pj) 26,860 22,716

meanwTPlI(H) 70,371 84,400

ii三. 目口ジスティック分布 を仮定.

'2)- -･･･有意水準 1%, ････-･有意水準 50/Oで棄却.

日ワイブル分布 を仮定.

H戟南促 小額の 500,000ILjで裾切 りをfiった金額.

な値が得られている｡環境財は所得弾力性が高いという特徴を有するが,今回

の調査結果においてもそれと整合的な結果が得られた｡

(3) 〟TPの推計結果

第 14表 か ら第 16表 に は,各 モ デ ル か ら推 計 したmedianWTPと

meanwTPを記載 した｡この2種類の WTPの どちらを代表値 として用い

るべ きか とい う問題 が 残 る｡50%の 回 答 者 が 同 意 す る金額 で あ る

medianWTPは,多数決原理の観点から見れば十分に意味のある金額である

ことが理解される｡しかしながら,第 4表を見ると,300,000円という高い提

示額 に対 して も13%の回答者が費用負担 に同意 していることがわかる｡

medianWTPを代表値 として採用すると,彼らの WTPが過小評価されるこ
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とになる｡そのため,ここではmeanWTPを代表値 として採用することにし

た｡

meanwTPを推計する際に,Tについて積分を行うことは前述したとおり

である｡対数ロジスティック分布を用いて積分を行 う際に,Tのパラメータ

であるα.が-1未満でない場合には上限値を無限大とする近似計算はできない｡

そこで,適当な上限値で裾切 り (truncate)を行 う必要がある｡通常は,最

高提示額で裾切 りを行う場合が多いが,最高提示額にどのような値を用いるか

によって,WTPの推計に悪意性が入 り込む危険性がある.そうした問題を

回避するために,たとえばReadyandHu〔44〕はPinchingのような方法を

提案している(2)｡二項選択法を適用した場合には,賛成回答バイアスを生じ,

いくら提示額を高くしても賛成回答が減少しないこと (fattail)がある｡し

かしながら,今回の調査では,最高提示額における受諾率は5.5%であり,質

成回答バイアスが生じている可能性は少ないため,全国調査と同様に,最高提

示額の500,000円で裾切 りを行ったmeanlγ7ーPを代表値 として用いることに

した｡

推定式として当てはまりのよい対数ロジスティック分布を仮定 した場合の

meanlγ7ーPは,モデル 1が 1世帯当たり年間52,517円,モデル3が60,761

円,モデル5が70,371円であった｡

上記の推計結果に母集団数である全国の世帯数46,156,796戸を掛けること

により,第 17表に示したとおり,公益的機能への総支払意志額 (totalwil1-

ingnesstopay;TWTP)が得られる｡TWTPの推定結果は,モデル1が2

兆4,240億円,モデル

3が2兆8,045億 円,

モデル5が3兆 2,481

億円となった｡

な お , ヒ 記 の

TWTPのうちモデル

5は,全国調査 と同様

第 17表 総支払意志額 (TWTP)の推計結果

世帯数1) wTP 2J TWTP3)

モデル 1 46,156,796戸 52,517円 2兆4240億円

モデル 3 60,761H 2兆8045億円

モデル5 70,371円 3兆 2481億円

注. 1)1998年 3月1H住民基本台帳.

2)1世帯当たりmeanWTP.

:壬)世帯数×wTP.
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の抵抗回答の定義を用いた推計結果である｡

(4) 無回答バイアスとTWTP推計に関する分析

上記の TWTP推計 に際 しては,付値関数か ら得 られた1世帯 当た り

WTPに総世帯数を掛けて推計を行ったO中山間調査の回収率は47.0%と高

かったものの,53%のサンプルからは回答が得られなかった｡彼 らが調査票

を返送しなかった理由の一つとして,公益的機能に対する関心の低さがあげら

れるだろう｡つまり,彼らは回答を行ったサンプルよりは低い WTPをもつ

可能性が高い｡そのため,WTPにそのまま総世帯数を掛けると,TWTPは

過大推計 となる危険性がある｡これは,無回答 (nonTeSpOnSe)バイアスと

呼ばれるO

ここでは,無回答バイアスが生じた場合の TWTP推計について考察を行

うことにする｡まず,モデル5のデータから定数項 と提示額の変数以外を除き,

新たにDnres(2回目のアンケー ト票に回答-1,1回目-0)という変数を付

け加えた｡今回の調査で2回日のアンケー ト票に回答した人は,1回だけしか

アンケー ト票を配布しなかった場合には回答を返送しなかった可能性が高い｡

つまり,彼らは潜在的な無回答サンプルと見なされる｡

上記の設定でモデル5と同様の分析を行った結果,Dnresのパラメータ

は-0.414(E値-14.077)となったOということは,潜在的な無回答サンプ

ルの WTPは有意に低 くなることが明らかとなった｡そして,このモデルか

ら推計された WTPは74,158円であった｡

このモデルから WTPを推計する際に,Dnresに0を外挿すると1回目に

回答 した人の WTPが推計 され,1を外挿す ると2回 目に回答 した人の

WTPが推計 される｡実際に計算を行った結果,1回目が81,320円,2回目

が61,535円となった｡2回目の WTPは1回目の75.7%に相当する金額で

あることがわかる｡

前述したとおり,1回目の回収数が 1,500通,2回目の回収数が778通であ

った｡つまり,2回目には1回目の51.9%のサンプルが回収 されたことにな
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る｡ここで,t回目の回収数をntとすると,n,.I-0.519n,と表 される｡今

回の調査結果を例にとると,t=14で nt-0となることがわかる｡そのときま

での累積回収数は3,116通である｡

同様 に WTPt..-0.757WTPtと仮定すると,WTP14-2,169(円)とな

る｡回収が不可能な1,727通は WTP-0(円)と仮定し,各回毎の推定回収

数をウェイトとして平均値を計算すると,WTPは41,458円となるoこの金

額は,上記のモデルから推計された WTPの55.90/Oに相当する金額である｡

モデル5から推計 した TWTPは3兆 2,481億円であったが,ここで得ら

れた55.90/.を割引率として再推計すると,TWTPは1兆 8,157億円となる.

上記の試算は,あくまで1回目と2回目の回収率 とWTPの関係をそのま

ま引き延ばしたものであり,実際に何回もアンケー ト票を郵送した場合の回答

者の反応は,それほど単純ではないかもしれない｡しかしながら,上記の試算

結果からは,回収率が低 く無回答バイアスの可能性がある場合には,適切な割

引率を用いて TWTP推計を行うことが重要であると示唆される｡

(5) 初期値バイアスの分析

二段階二項選択法は,二項選択法によって生じるバイアスを解消する一つの

方法であるが,第 1提示額により個人の WTPが影響を受ける初期値 (start-

ingpoint)バイアスを生じる可能性のあることが,矢部 ･佐藤 〔63〕によっ

て指摘されている｡彼らは,高提示額が WTPを高く誘導することを明らか

にしたが,ここでは低提示額が WTPを低 く誘導する効果についても同時に

検証を行う｡

ランダム効用モデルは説明変数に提示額が含まれているため,初期値バイア

スの検証を行う際には多重共腺性の問題が発生し,パラメータ推定に正確さを

欠くことがある｡そこで,初期値バイアスの分析にはCameronandQuiggin

〔4〕のUnivariateModelを使用した｡

UnivariateModelは(5)式において,G(･)-¢((lnTr PXl)/6)とお くこ

とにより,
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1nWTPl=βX.+uz, urIN(0,62), (8)

という付値関数 を導 くものである｡なお,¢ は標準正規分布関数,♂は誤差

項の標準偏差である｡推定結果は第 18表に示 したとおりである｡

ここで,初期値バイアスを検証するための変数は,Dopl,Dop2,Dop3,

Dop4,Dop5,Dop6である｡それぞれ,第 1提示額が5,000円,10,000円,

30,000円,50,000円,100,000円,300,000円のとき1となる変数である(3)0

第 18表のモデル7-12を見ると,パラメー タはDopl,Dop2,Dop3が

マイナスであり,Dop4,Dop5,Dop6がプラスである｡つまり,30,000円

以下の提示額は WTPを低 く誘導 し,50,000円以上の提示額は高 く誘導する

効果のあることがわかる｡medianly71Pの推定値 は29,206-45,661円であ

り,ほぼ30,000円から50,000円の範囲内におさまっている(4)｡ また,パ ラ

メータの絶対値を比較すると,より低い提示額になるにしたがって,またより

高い提示額になるにしたがって絶対値が高 くなっている｡

このように,lyTPが第 1提示額の影響を受ける初期値バイアスの存在が

明らか となった｡今後,二段階二項選択法を適用する際には,初期値バイアス

を回避する調査設計を行 う必要がある｡

注(1)生存関数分析のCVMへの応剛 こついては,ISS研究会 〔26〕,栗山 〔31〕,寺脇

〔55〕等を参照のことO

(2) 累積分布関数に(1-T/R)を掛けて付値関数の推定を行う方法｡なお,Tは提示額,

Rは積分のL限値である0本分析でもPinchingを試みたが,Rがかなり高い値をと

り,meanWTPが極端に高くなることが確認されたため,ここでは採用しなかった｡

(3)6変数全てを一度に使用するとテ一夕のsinguralityの問題が発生し,推定が困難

となるため,Dop3とDop4をそれぞれ削除した付値関数を推定した｡

(4)モデル7の950/.信頼区間は27,994-30,418｢11である｡
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第 18表 UnivariateModelによる

変 数 モデル7(t一億) モデル8(t-値) モデル9(t一値)

定数項 7.975( 32.977) 7.471( 31.202) 8,215( 37.642)

Dop1 -1.644ト 17.052) 11.140(-12.862) 11.699(一19.869)

Dop2 -1.146(-ll.951) -0.642(一7.269) -1.069(一12.216)

Dop3 -0.504(-5.212) -0.446(-5.133)

Dop4 0.504( 5.214)

Dop5 0.506( 5.009) 1.010( 10.723) 0.549( 6.159)

Dop6 1.167( ll.026) 1.671( 16.812) 1.255( 13.365)

ln(INC) 0.360( 9.684) 0.360( 9.684) 0.360( 10.616)

♂ 1.091( 35.443) 1,091(35.443) 0.914( 36.729)

n 2015 2015 1675

AIC 2.469 2.469 2.534

適合度 (%) 40.2 40.2 36.9

medianWTP(円) 29,206 29,206 38,192

meanWTP(円) 52,983 52,985 58,000

注.モデル7と8はテ一夕1による推定結果.モデル9と10はデータ2による推定

メータは有意水準 1%で棄却.

5, おわりに

全国の一般世帯を対象として,中山間地域における農業 ･農村の公益的機能

評価を行った｡その結果,1世帯当たり WTPとして年間 70,371円,そして

TWTPとして年間 3兆 2,481億円という結果が得られた｡

これまでに,CVM を適用した全国調査には吉田ほか 〔67〕の調査がある｡

その結果 は,WTPが 1世帯 当た り年間 101,225円,TWTPが年 間 4兆

1,071億円であった｡今回は中山間地域を対象としたものであり,全国調査 と

比較すると評価対象の面積は約 4割程度に過ぎない｡ しかも,中山間調査は回

収率が3倍以 Lにアップしているにもかかわらず,中山間地域に対する評価額

は全国調査の約 8苦れこ相当するものである｡この結果からは,中山間地域が果

たす公益的機能に対する国民の期待の高さを読みとることができる｡
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付値関数の推定結果

モデル10(t-悼) モデル 11 (t一倍) モデル12(t一値)

7.769( 35.720) 8.797( 43.676) 8.346(41.010)

1.253(115.779) -1.838(-23.102) -1.387(-18.912)

-0.623(-7.601)

0.446( 5.134)

0.995( ll.812)

1.701( 19.046)

0.360( 10.617)

0.914(36.729)

-1.218(-15.076)

-0.452(-5.385)

0.591( 6.915)

1.318( 14.642)

0.299( 9.582)

0.797(37.305)

1675 1454

2,534 2,557

36.9 37.9

38,193 45,661

58,001 62,735

-0.767(-10.214)

0.449( 5.367)

1.042( 12.944)

1.769( 20.741)

0.299( 9.587)

0.797( 37.310)

1--｡

諾

蛸

叩

結果.モデル 11と 12はテ一夕3による推定結果.全モデルの全パ ラ

本研究では,二段階二項選択法 を適用す る際 に,第 1提示額 によって

wTPが影響を受ける初期値バイアスが生 じることが明 らか となった｡二段

階二項選択法は,比較的バイアスの少ないポピュラーな方法であるが,今後の

調査ではこうしたバイアスの影響を回避するような調査設計が必要とされる｡

また,今回の調査では,回収率を高めるための工夫をいくつか試み,郵送法

による全国規模の調査 としては十分に高い回収率を確保することができた｡し

かしながら,無回答バイアスが存在する可能性のあることが明らかとなったた

め,今後はより緻密な調査設計を行い,さらに回収率を向上させていくことが

必要とされる｡

現在,山間地農家を対象とした直接補償政策の導入が具体的に検討されてい

るが,今回の調査で明らかになったことは,回答者の 83%が直接所得補償政

策の導入に賛意を示しているということである｡そして,従来から言われてき

た農業 ･農村の国土保全機能だけではなく,農村景観や伝統文化等によって形
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成される農村アメニティに対しても,一般市民の関心は徐々に高まりつつある｡

今後,このような様々な公益的機能の水準が,農業環境政策によってどのよう

な影響を受けるのかをモニターする評価手法を確立していくことも重要な課題

である｡

最後になるが,現在筆者が滞在している米国では,1998年中間選挙におい

て,農業と環境を巡る問題が住民投票に掛けられ,コロラド州とサウスダコタ

州では環境に悪影響を与える大規模養豚が禁止されることになった｡数年前に

ち,フロリダ州においてエバ-グレーズの湿地をサ トウキビ畑の拡大から守る

ために,住民投票が行われたことがある｡また,カリフォルニア州やコロラド

州等では,水利権をめぐる農家と都市住民の乳棒がたびたび報道されている｡

このような農業の外部不経済を巡る諸問題は,日本においても顕在化しつつ

ある｡今後,こうした問題に対する住民の意識はさらに高まり,政策的要請も

強まるものと考えられる｡そうした問題に対処する際には,CVM を初めとし

た環境評価手法の重要性はさらに高まると予想されるため,汎用性の高い評価

手法とともに,個別の問題への処方等を提供するような評価手法の確立も急務

である｡
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〔73〕 鷲田豊明 ･栗山浩一 ･竹内憲司編著 『環境評価ワークショップ』(東京,築地

書館,1999年)0

〔付 記〕

本稿は,平成 10年度農林水産省緊急調査研究 ｢cvM法による中山間地域の公益

的機能評価に関する緊急調査研究｣の研究成果を取りまとめたものである｡
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付表 1 農業 ･農村と環境についてのアンケー ト隅査

問1 あなたは農業 ･農村が,食料を生産する以外に環境を保全する働き (公益的機能)

をもっていることをご存じでしたか｡(1つに○)

1.知っていた 2.知らなかった

間2 あなたは農業 ･農村の環境を保全する働き (公益的機能)を将来の世代に残してい

きたいと思いますか｡(1つに○)

1.ぜひとも残していきたい 2.できれば残していきたい

3.残す必要はない 4.農業 ･農村の環境にはとくに興味がない

5.その他 ( )

間3 ヨーロッパなどの諸外国では,田園風景や環境の保全に貢献した生産者に対して,

政府がその費用を給付する政策が行われています｡日本でも,棚田などの田園風景を

保全するために基金を設立し,生産者や集落,組織などに対して給付金を支払う政策

が導入されつつあります｡あなたはこのような政策について,どのようにお考えにな

りますか｡(1つに○)

1. 口本 で も積 極 的 に実 施 した方 が よい と思 う

2.これ以外に方法がなければ実施してもよいと思う

3.日本ではこのような政策は必要ないと思う

4.どちらとも言えない

5.その他 (

間4 中山間地域の農業 ･農村には,以下のような5種類の公益的機能があります｡これ

らの中で,あなたが重要だと思うものはどれですか｡(当てはまるもの全てに○)

1.国土の保全 (洪水被害を軽減したり,土砂の崩壊などを防ぐ働き)

2.水資源のかん養 (自然のダムとして地下水などを豊かにする働き)

3.生物や生態系の保全 (水鳥やホタル, トンボ,小魚などのすむ環境を守る働き)

4.アメニティの提供 (円園風景やレクリエーション,情操教育の場を提供する働

き)

5.伝統文化の保存 (古くからの伝統文化や祭りなどの行事を保存 ･継承する働き)
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円本では,最近 10年間で農地面積は10%減少し,耕作されずに放棄されている農地面

積は74%増加していますoとくに中山間地域において,放棄されている農地面積は,全

放棄地面積の54%を占めています｡(農業センサスより)

今後もこのような傾向がつづくと,将来的には上記の間4であげた農業 ･農村の公益的

機能のかなりの部分が,中山間地域から失われる可能性があります｡

- 間5-間7は金銭的評価のための質問ですO次のような状況を想像してお答え下さい

｢10年後ほどの近い将来に,H本の中山間地域から農業 ･農村の公益的機能のかなりの

部分が失われてしまうとします｡

そこで今後,市町村や都道府県,国,または民間団体などが,農業 ･農村の公益的機能

が失われないように,さまざまな政策や活動を行っていくとします｡その費用は,皆さん

の税金や基金への寄付などによりまかなわれるとします｣

間5 仮にその費用が,1世帯当たり年間 300,000円であれば,あなたのお宅ではその金

てもよいと思いますか｡

(農業 ･農村の公益的機能は,年間 300,000円を負担する価値があると思いますか)

1.はい 2.いいえ

閏6 問5で ｢1.はい｣と回答された方にお聞きします｡もしその金額が,先ほどの金

額 よ り高 い 年 間 500,000円 で あ って も, 負 担 して も よい と思 い ます か 0

1.はい 2.いいえ

問7 閏5て ｢2.いいえ｣と回答された方にお聞きします｡もしその金額が,先ほどの

金額より低い年間 100,000円であれば,負担してもよいと思いますか｡

1.はい 2.いいえ

間8 間5で ｢1.はい｣または閃7で ｢1.はい｣とlrjJ答された方に,費用負担に賛成

された理由をお聞きします｡(2つ以内にC･)

1.自分自身の生活において重要であり価値があるから
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2.子供や孫などの将来の世代に残していきたいから

3.国民 として当然のことだと思うから

4.環境保全にお金を使うことには賛成だから

5.その他 (

間9 間7で ｢2.いいえ｣と回答された方に,費用負担に反対された理由をお聞きしま

すO(2つ以内にC･)

1.負担する金額が商 いから

2.農業 ･農村の公益的機能にはとくに興味や関心がないから

3.公益的機能は他の方法で維持していくべきだと思うから

4.農業 ･農村に公益的機能があるとは思わないから

5.質問の意味がよくわからないから

6.その他 (

間10 居住地 ( )〔都 ･道 ･府 ･県〕 ( )〔市 ･区 ･町 ･村〕

間 11 性別 1.男性 2.女性

問12 年齢 ( )読

間13 あなたのこ職業は次のうちのどれにあたりますか｡(1つに･○)

1.会社員 2.農林漁業 3.自営業 4.公務員,教職員

5.ii婦 6.学生 7.無職 8.その他 (

間 14 あなたのお宅は農家ですか｡(1つに仁))

1.農家ではない 2.専業農家 3.第 Ⅰ種兼業農家 4.第日揮兼業農家

間15 あなたのお宅の年収 (家族年収)は,税込みでいくらくらいですか｡(1つにC･)

1.-200万円 2.-4007jH 3.-600万円

4.-8007jrTJ 5.-1,000ノj円 6.-1,2007j円

7.-1,500JjLFリ 8.-2,000プjH 9.2,001万Fli～
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〔要 旨〕

CVMによる中山間地域農業・農村の公益的機能評価

吉 田 謙太郎

農業・農村は， 国土の保全や水資源のかん養， 生物や生態系の保全， アメニティの

提供， 伝統文化の保存といった多様な公益的機能を有している。 とりわけ， 中山間地

域においては， 棚田の風景や伝統文化， あるいは土砂崩壊防止機能等の面で重要な役

割を果たしている。

本研究では， 環境評価手法として汎用性が高くかつポピュラ ーな手法である CVM

（仮想市場評価法）を適用し， 中山間地域の農業・農村のもつ公益的機能について経

済的評価を行った。 評価対象とした公益的機能は， ①国土保全， ②水資源涵養， ③生

物・生態系保全， ④アメニティ提供， ⑤伝統文化保存である。

CVM 調査は全国 47 都道府県の一般世帯を対象として， 1998 年 7 月 22 日と 8 月 4

日に実施した。 高い回収率を確保するため， 第 1 回調査日の 2 週間後に， 同ーサンプ

ルに対して催促状とアンケ ー ト票を再度郵送した。 アンケ ー ト票の有効送付数は

4,843 通であり， それに対する回収数は 2,278 通 (47.0 %)であった

ランダム効用モデルにより回答者の WTP (支払意志額）を推計した結果， 1 世帯

当たり年間 70,371 円になることが明らかとなった。 この 1 世帯当たり WTP に全国

の総世帯数を掛けることにより， 中山間地域の公益的機能総評価額として年間3兆

2,481 億円という結果が得られた。

本研究では， 二項選択法において生じる戦略的バイアスや賛成回答バイアスを回避

する方法である二段階二項選択法を適用して調査を行った。 しかしながら， Univar­

iate Model により分析を行った結果， 二段階二項選択法においては， 第 1 提示額の

高低により WTP が影響を受ける初期値バイアスが生じることが明らかとなった。

また， 無回答バイアスが存在する可能性のあることが確認された。

さらに， 公益的機能保全のための直接所得補償政策導入の賛否を尋ねた結果，「B

本でも積極的に実施した方がよいと思う」が 53%, 「これ以外に方法がなければ実施

してもよいと思う」が 30%にのぼり， 80%以上の回答者が直接所得補償政策の導入

に賛成していることが明らかとなった。


